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子ども手当の創設について

子ども手当については、「平成22年度予算における子ども手当等の取扱いについて」

（平成２１年１２月２３日４大臣合意）に基づき、平成２２年度政府予算案に所要額を計
上し おり 平成 年度分 支給 ため 所要 法律案を平成 年通常国会に提上しており、平成２２年度分の支給のための所要の法律案を平成２２年通常国会に提
出することとしている。

次世代の社会を担う子ども１人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から 中学校

１．概要

次世代の社会を担う子ども１人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、中学校

修了までの児童を対象に、一人につき月額13,000円を支給する。

・所得制限は設けない。

支給事務の主体は市区町村（公務員については所属庁）・支給事務の主体は市区町村（公務員については所属庁）。

・支払月は６月、１０月、２月。

・子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし、児童

手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担し、

それ以外の費用については、全額を国庫が負担。（公務員については、全額を所属庁

から支給）

※児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資として実施。

※子ども手当を市町村に寄附できる仕組みを検討中。
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２．平成２２年度予算案

＜給付費＞：２兆２，５５４億円（１０か月分） （国庫負担金：１兆４５５６億円）

＜事務費＞：１６６億円

※子ども手当の実施にあたって地方公共団体の負担が実質的に増大しないよう、

別途、「子ども手当及び児童手当地方特例交付金(仮称)」(２，３３７億円）を措置。

※子ども手当の円滑な実施を図るため、システム経費（１２３億円）を平成２１年度第

二次補正予算案に計上。

３．法案

平成２２年度分の子ども手当の支給のための所要の法律案を平成２２年通常国会に

提出予定 （施行日は平成２２年４月１日）。

※ 平成２３年度における子ども手当の支給については、平成２３年度予算編成過程

において改めて検討し、その結果に基づいて平成２３年度以降の支給のための所要

の法律案を平成２３年通常国会に提出の法律案を平成２３年通常国会に提出。
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子ども手当の創設（平成２２年度予算案）

○ 子ども手当の創設（国庫負担金） 1兆4 722億円○ 子ども手当の創設（国庫負担金） 1兆4,722億円
うち、給付費：1兆4,556億円（10か月分を計上）

事務費：166億円（市町村分164億円）

子ども手当

国 1兆2,230億円

国 事業主地方

児童手当分

国
2,326億円

事業主
1,436億円

地方
4,652億円

※1 上記とは別に、公務員については所属庁から支給する。

※2 地方公務員に係る額の引上げ等に伴い、地方公共団体の負担が実質的に増大しないよう、
別途、「子ども手当及び児童手当地方特例交付金(仮称)」(2,337億円)を措置。

※1 上記とは別に、公務員については所属庁から支給する。
（国家公務員分：425億円、地方公務員分：1,486億円）

※3 子ども手当の円滑な実施を図るため、システム経費（123億円）を平成21年度二次補正予算案に前倒し計上。
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平成22年度予算における子ども手当等の取扱いについて

３．子ども手当については、国負担を基本として施行するが、所

得税・住民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮減

に伴う地方財政の増収分については、最終的には子ども手

標記について、以下のとおり合意する。

１．子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を
平成22年度予算に計上するとともに、平成22年度分の支
給のための所要の法律案を次期通常国会に提出する

う 財 増 分 、最終

当の財源として活用することが、国民に負担増をお願いする

趣旨に合致する。また、児童手当の地方負担分についても、

国、地方の負担調整を図る必要がある。

給のための所要の法律案を次期通常国会に提出する。

（１）中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額
13,000円を支給する。

４． ３．の趣旨及び平成２２年度予算における取扱いも踏まえ、

所得税・住民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮

減に伴う増収分が最終的に子ども手当の財源に充当され、

児童手当の地方負担分の適切な負担調整が行われるととも
（２）所得制限は設けない。

（３）子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手
当を支給する仕組みとし、児童手当分については、児童
手当法の規定に基づき 国 地方 事業主が費用を負担

児童手当の地方負担分の適切な負担調整が行われるととも

に、平成２１年１２月８日の閣議決定に基づいて設置される

「検討の場」において、幼保一体化等を含む新たな次世代育

成支援対策の検討を進めることと併せて、「地域主権」を進

める観点から 「地域主権戦略会議」において補助金の一括手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担
する。

（４）（３）以外の費用については、全額を国庫が負担する。

（５）公務員については 所属庁から支給する

める観点から、「地域主権戦略会議」において補助金の 括

交付金化や地方が主体的に実施するサービス給付等に係る

国と地方の役割分担、経費負担のあり方の議論を行い、そ

の見直しについて検討を行う。これらの検討については、平

成２３年度予算編成過程において結論を得て 順次 必要な（５）公務員については、所属庁から支給する。

（６）現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金
を原資に実施する。

成２３年度予算編成過程において結論を得て、順次、必要な

措置を講ずるものとする。

平成２１年１２月２３日

２．平成23年度における子ども手当の支給については、平成23年
度予算編成過程において改めて検討し、その結果に基づいて
平成23年度以降の支給のための所要の法律案を平成23年通
常国会に提出する。

国家戦略担当・内閣府特命担当大臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚生労働大臣厚生労働大臣

4



父子家庭への児童扶養手当の支給について

ひとり親家庭に対する自立を支援するため、父子家庭の父に児童扶養手当の支給

１．概要

対象を拡大する。
・ 補助率 国１／３ 都道府県等 ２／３

・ 対象者数 父子家庭 約１０万世帯
（母子家庭 約９７万世帯 ２１年３月末）（母子家庭 約９７万世帯 ２１年３月末）

・ 支給額（児童１人の場合）
・全部支給 ４１，７２０円
・一部支給 ４１，７１０～９，８５０円（所得に応じ）

予算額 国費：１，６７８億円
うち、父子家庭へ対象を拡大するための所要額 約５０億円（4ヶ月分）

２．平成２２年度予算案

（満年度とした場合 約１５０億円）

児童扶養手当は、４月、８月、１２月を支払期月としており、支払月の前月分までの
手当を支給している。

家庭 支給は 成 年 施行を 定 るため 成 年度は父子家庭への支給は平成２２年８月施行を予定しているため、平成２２年度は、
１２月に８月から１１月までの４ヶ月分を支払うこととなる。

３ 法案
所要の法律案を平成２２年通常国会に提出予定（施行日は平成２２年８月１日）

３．法案
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経済対策（保育サービスの拡充）の概要

平成２１年度補正予算(第２号)額 200億円

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（抜粋）

（５）保育サービスの拡充等女性の就労支援
女性が働きやすい環境づくりのため、良質な保育サービス等の拡充、母子家庭等の在宅就業の支援に取り組む。

○待機児童解消への取組
地域の余裕スペースの活用等による認可保育所の分園等設置の促進、家庭的保育の拡充により、待機児童の大半を

占める低年齢児の良質な保育を拡充する。

保育所待機児童解消に向けた取組をより一層推進するため、安心こども基金（H20年度2号補正

保育所待機児童解消へのこれまでの取組

保育所待機児童解消に向けた取組をより 層推進するため、安心こども基金（H20年度2号補正
1,000億円、H21年度1号補正1,500億円、計2,500億円）を設置し、保育所整備や家庭的保育実施場
所の改修等を実施中。

保育サ ビスの拡充等女性の就労支援

安心こども基金に200億円の積み増しを行い、待機児童解消のために、地域の余裕スペース（学校、
公営住宅、公民館等）を活用して、

ａ 認可保育所の分園等を設置する場合（賃貸物件を含む）

保育サービスの拡充等女性の就労支援

ａ．認可保育所の分園等を設置する場合（賃貸物件を含む）

ｂ．家庭的保育の実施場所を設置する場合（賃貸物件を含む）

において、補助基準額及び補助率の引き上げを行う。

（参考）補助率の引き上げの内容（参考）補助率の引き上げの内容

待機児童解消のための定員純増整備の条件に基づき補助率を適用する。

ａの場合：国1/2、市町村1/4、設置者1/4 → 国2/3、市町村1/12、設置者1/4
ｂの場合：国1/2、市町村1/2 → 国2/3、市町村1/3

また、純増定員の算定においては、今回の取組による定員（受け入れ）枠も含めて合算できることとする。

なお、上記の措置に伴い、従来の安心こども基金における「小学校内等の教材等の保管場所として使用され
ている空き教室等を保育所分園として使用するための改修等の補助」は廃止する。
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運用改善

経済対策（母子家庭等の在宅就業支援）の概要

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成２１年１２月８日閣議決定）（抜粋）

（５）保育サービスの拡充等女性の就労支援

女性が働きやす 環境づくり ため 良質な保育サ ビ 等 拡充 母子家庭等 在宅就業 支援 取り組む女性が働きやすい環境づくりのため、良質な保育サービス等の拡充、母子家庭等の在宅就業の支援に取り組む。

○母子家庭等の在宅就業支援

・仕事と家庭の両立を図りやすい働き方として、母子家庭等の「在宅就業」の拡大を図るための自治体の取組をさらに

推進する。推進する。

ひとり親家庭等が仕事と家庭の両立を図りやすい働き方としての在宅就業の推進を図るため、 安

平成21年度第1次補正予算

ひとり親家庭等が仕事と家庭の両立を図りやすい働き方としての在宅就業の推進を図るため、 安

心こども基金を活用した「ひとり親家庭等の在宅就業支援事業」において、在宅就業の拡大に向けた

環境整備を積極的に行う自治体（都道府県・市）に対して、国による審査・採択の上、助成を行う。

○都道府県審査分事業の実施

今回の措置

各都道府県において自治体（都道府県・市）の事業を審査・採択する仕組みを創設し、より多くの自治

体の参加を促進することにより、ひとり親家庭等の在宅就業の推進をさらに図る。

（国が都道府県審査分事業の基準を示すとともに 既に国において審査・採択を行った自治体事業（12月10日（国が都道府県審査分事業の基準を示すとともに、既に国において審査 採択を行った自治体事業（12月10日

15件採択済み）の概要資料を示すこととしている。）

7



ひとり親家庭等の在宅就業支援事業（都道府県審査分）

都道府県が実施する場合

都道府県
実施してよい

都道府県が実施する場合

計
画

事業計画策定

事
業
実

評価委員会等による評価

提出
原案では実施不可

実施してよい

画
の
見
直
し

施
原案では実施不可

市が実施する場合

市

事業計画策定

都道府県 採択

提出 事事業計画策定

原案では不採択

評価委員会等による評価

提出 事
業
実
施

計
画
の
見
直
し
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育児・介護休業トラブル防止指導員の設置

雇用情勢の急速な悪化の中、妊娠・出産、産前産後
び

現 状

平成２１年度補正予算案(第２号)額 27,561千円

育児休業に係る不利益取扱いに
者 談 数休業及び育児休業等の申出又は取得を理由とする解

雇その他不利益取扱いが増加している。育児休業に
係る不利益取扱いに関する労働者からの相談は、最
近5年間増加傾向にあり、20年度も大幅増加。

関する労働者からの相談件数

年度 16 17 18 19 20
件数 521 612 722 882 1,262

近5年間増加傾向にあり、20年度も大幅増加。

・不利益取扱いなど育児休業等の制度利用に係る苦情・紛争の解決の仕組みを整備

改正育児・介護休業法（２１年６月成立）

不利益取扱いなど育児休業等の制度利用に係る苦情 紛争の解決の仕組みを整備
・法違反に対する指導の実効性を高める

各都道府県労働局雇用均等室今回の措置 各都道府県労働局雇用均等室

個別の事案に関する
相談対応

育児・介護休業トラブル
防止指導員 ４７名(新規)防止指導員 ４７名(新規)

育児休業等を希望、
取得する労働者等

事 業 主
育休中や復帰時に解雇、退職勧
奨等の不利益を受ける等のトラブ
ルを防止するための周知、指導
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「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（抄）

～平成２１年１２月８日 閣議決定～

６．「国民潜在力」の発揮
―「ルールの変更」や社会参加支援を通じて、国民の潜在力の発揮による景気回復を目指す。

（１）「制度・規制改革プロジェクト（仮称）」
新たな需要創出に向けて、これまで大きな岩盤に突き当たり、停滞していた制度・規制改革に正面から取り組む。

①制度・規制改革①制度 規制改革
新たな需要創出に向けた規制改革の重要課題については、行政刷新会議において下記を含む重点テーマを設定し、
その実現に向け積極的に取り組む。

＜具体的な措置＞＜具体的な措置＞
○幼保一体化を含めた保育分野の制度・規制改革
― 幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を進める。
― このため、主担当となる閣僚を定め、関係閣僚の参加も得て、新たな制度について平成２２年前半を目途に基本的

な方向を固め、平成２３年通常国会までに所要の法案を提出する。な方向を固め、平成２３年通常国会までに所要の法案を提出する。
（ｱ）利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革
・利用者と事業者の間の公的契約制度の導入、保育に欠ける要件の見直し、利用者補助方式への転換の方向な
ど、利用者本位の制度を実現する。また、保育料設定の在り方について、水準の在り方も含め、制度設計の中で
検討する。検討する。

（ｲ）イコールフッティングによる株式会社・NPOの参入促進
・株式会社、ＮＰＯ・社会的企業も含めた更なる参入促進を図るべく、客観的基準による指定制度の導入を検討する。
・また、施設整備補助の在り方、運営費の使途範囲・会計基準等の見直しについても、制度設計の中で検討する。

（ｳ）幼保一体化の推進（ｳ）幼保 体化の推進
・上記制度における新たな給付体系の検討等とあわせて、認定こども園制度の在り方など幼児教育、保育の総合
的な提供（幼保一体化）の在り方についても検討し、結論を得る。

10



○○ 第第33次勧告次勧告（（平成平成2121年年1010月月77日日））のの内容内容

地方分権改革（保育所の基準関係）について

保育所の基準について、廃止又は条例委任する。

（条例委任する場合、国の基準については、原則「参酌すべき基準」とされ、例外的に、「標準」又は「従うべき基

準」とすることも可。）

注）「従うべき基準」：条例は、基準に従わなければならない
「標準」：条例の内容は、地方自治体に「合理的なもの」である旨の説明責任あり
「参酌すべき基準」：基本的には地方自治体の判断で定められる

○○ 地方分権改革推進計画（平成地方分権改革推進計画（平成2121年年1212月月1515日閣議決定）日閣議決定）
・ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（45条2項）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市、中核市及
び児童相談所設置市）に委任する。

・ 条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職員の員数に関する条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職員の員数に関する
基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用者及びその家族に対する人権侵害
の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、その他の設備及び運営に関する基準に係る規定は、「参酌すべ
き基準」とする。

・ ただし、保育所にあっては、東京等の一部の区域に限り、待機児童解消までの一時的措置として、居室の面積ただし、保育所にあっては、東京等の 部の区域に限り、待機児童解消までの 時的措置として、居室の面積
に関する基準に係る規定は、「標準」とする。

＜「従うべき基準」と整理したもの＞

○ 保育士の配置基準

○ 居室の面積基準（乳児室1.65㎡、ほふく室3.3㎡、2歳以上の保育室1.98㎡）

（※ただし、東京等に限り、待機児童解消までの一時的措置として「標準」）

○ 保育の内容（保育指針）、調理室（自園調理） など

→ 法律の改正により措置すべき事項については、必要に応じて一括して所要の法律案を平成22年通常国会に提出することを基本とする。

＜「参酌すべき基準」と整理したもの＞

○ 屋外遊戯場の設置、必要な用具の備え付け、耐火上の基準、保育時間、保護者との密接な連絡 など
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平 成 ２ ２ 年 度 雇 用 均 等 ・ 児 童 家 庭 局
予 算 案 の 概 要

○予算案額の状況

年度予算額 年度予算案額 伸び率

安心して子育てできる環境の整備など総合的な次世代育成支援安心して子育てできる環境の整備など総合的な次世代育成支援
対策の推進、仕事と生活の調和と公正かつ多様な働き方の実現対策の推進、仕事と生活の調和と公正かつ多様な働き方の実現

２１年度予算額 ２２年度予算案額 伸び率

局合計 ９，８１５億円 ２２，８６１億円 １３２．９％

次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援するため、子育てに係る
経済的負担の軽減や安心して子育てができる環境整備のための施策など、総合的な少
子化対策を推進する。

また、働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現に向け、育児･介護休業制度の
拡充や企業の取組に対する支援など、育児･介護期における仕事と家庭の両立支援対

一般会計

特別会計

年金特別会計
児童手当勘定
うち児童育成事業費

９，１０５億円

７１１億円

５６０億円

２１，９６０億円

９０２億円

７６４億円

１４１．２％

２６．９％

３６．４％拡充や企業の取組に対する支援など、育児 介護期における仕事と家庭の両立支援対
策を推進する。

さらに、男女雇用機会均等の更なる推進やパートタイム労働者の均衡待遇確保などに
より、公正かつ多様な働き方の実現を図る。

《主要事項》

うち児童育成事業費

労働保険特別会計
労災勘定
雇用勘定

１５１億円
８億円

１４３億円

１３７億円
６億円

１３１億円

▲８．７％
▲１７．６％
▲８．２％

安心して子育てできる環境の整備など総合的な次世代育成支援対策の推進安心して子育てできる環境の整備など総合的な次世代育成支援対策の推進

１ 子ども手当の創設
２ ひとり親家庭への自立支援策の充実
３ 待機児童の解消等の保育サービスの充実
４ すべての子育て家庭に対する地域子育て支援対策の充実

※ 数値は端数処理の関係上一致しないものがある。

４ すべての子育て家庭に対する地域子育て支援対策の充実
５ 出産の経済的負担の軽減
６ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実
７ 母子保健医療対策の充実
８ 仕事と家庭の両立支援

安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備

１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進
２ 育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化（再掲）
３ パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保と正社員転換の推進
４ 多様な働き方に対する支援の充実
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安心して子育てできる環境の整備など総合的な次世代育成支援対策の推進安心して子育てできる環境の整備など総合的な次世代育成支援対策の推進

１ 子ども手当の創設（国庫負担金）
《１兆４ ７２２億２８百万円》

・手当額（月額）
児童１人の場合 全部支給 ４１，７２０円

一部支給 ４１，７１０円～９，８５０円（所得に応じ）
《１兆４，７２２億２８百万円》

うち、給付費：１兆４５５５億９４百万円
（１０か月分を計上）

事務費： １６６億３４百万円

子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を平成２２年度予算に計上す
るとともに、平成２２年度分の支給のための所要の法律案を平成２２年通常国会に提
出する

児童２人以上の加算額 ２人目 ５，０００円
３人目以降１人につき ３，０００円

（２）母子家庭等の総合的な自立支援の推進 ３，５５５百万円
①自立のための就業支援等の推進 ３，４７４百万円
母子家庭の母の就業支援等を推進するため、看護師等経済的自立に効果的な

資格を取得するために養成機関にお 修業する間 生活費 支給などを行う事出する。

① 中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額１３，０００円を支給する。
② 所得制限は設けない。
③ 子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし、

児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用
を負担する

資格を取得するために養成機関において修業する間の生活費の支給などを行う事
業（高等技能訓練促進費等事業）や個々の母子家庭の状況・ニーズに応じた自立
支援プログラムを策定する事業などの推進を図る。また、父子家庭等に対する相
談支援体制の充実強化を図る。

②養育費確保の推進 ６２百万円
養育費相談支援センタ において 養育費の取決め等に関する困難事例への対を負担する。

④ ③以外の費用については、全額を国庫が負担する。

注1 公務員については、所属庁から支給する。（国家公務員分の給付費425億円は上
記の1兆4,722億円には含まれない。その額を含めると国の給付費負担金は1兆
4,980億円。）

注2 給付費総額は2兆2 554億円である。

養育費相談支援センターにおいて、養育費の取決め等に関する困難事例への対
応や、養育費相談にあたる人材養成のための研修等を行うことにより、母子家庭
等の自立の支援を図る。

（３）自立を促進するための経済的支援（一部再掲）
１，７２９億円（１，６６５億円）

母子家庭等の自立を促進するため、児童扶養手当の支給を行うとともに、母子寡注2 給付費総額は2兆2,554億円である。
注3 現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金を原資に実施する。
注4 平成２３年度における子ども手当の支給については、平成２３年度予算編成過程

において改めて検討し、その結果に基づいて平成２３年度以降の支給のための
所要の法律案を平成２３年通常国会に提出する。

母子家庭等の自立を促進するため、児童扶養手当の支給を行うとともに、母子寡
婦福祉貸付金において、母子家庭の母が高等学校等に通学する際に必要となる
費用に対する貸付（自宅通学の場合月額4万5千円）を行う等の充実を図る。
児童扶養手当については、父子家庭にも支給を拡大する。

３ 待機児童の解消等の保育サービスの充実
［参考］別紙「平成22年予算における子ども手当等の取扱いについて」

○子ども手当の円滑な実施（システム経費）
子ども手当の円滑な実施を図るため、平成21年度第2次補正予算案（123億円）におい
て、その準備のための市町村（特別区を含む）における臨時的な経費となるシステム
経費につき、奨励的な助成を行う。

待機児 解消等 保育 充実
《３７７，８０５百万円→４１５，５２２百万円》

（１）待機児童解消策の推進など保育サービスの充実
３８８，１０２百万円

待機児童解消のための保育所整備等の推進に対応した、民間保育所における受
入れ児童数の増を図り、また、家庭的保育など保育サービスの提供手段の拡充を

ズ

２ ひとり親家庭への自立支援策の充実
《１６９，３３５百万円→１７６，４３２百万円》

（１）父子家庭への児童扶養手当の支給 ４，９５６百万円

図り、延長保育、病児・病後児保育、休日保育など保護者の多様なニーズに応じた
保育サービスを充実することにより、「子ども・子育てビジョン（仮称）（平成22年1月
策定予定）」の実現を推進する。

ひとり親家庭への自立支援策の拡充を図るため、これまで支給対象となっていな
かった父子家庭にも児童扶養手当を支給する。（平成２２年８月施行、１２月支払
い。）
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＜主な充実内容＞

民間保育所運営費 50,000人増、家庭的保育5,000人増、病児・病後児保育436

か所増など

５ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実
《９２，６２４百万円→９４，７０６百万円》

か所増など

○保育所の待機児童解消

平成２１年度第２次補正予算案（２００億円）において、安心こども基金の積み増しを

行い、待機児童解消のために、地域の余裕スペース（学校、公営住宅、公民館等）を

活用して、

（１）虐待を受けた子ども等への支援の強化 ８９，０８７百万円

①地域における体制整備
乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）及び養育支援訪問事業の普

及・推進を図るとともに、「子どもを守る地域ネットワーク」（要保護児童対策地域協
議会）において新たに情報の共有化を図るなどの機能強化を図る。

ａ．小規模な認可保育所の分園等を設置する場合（賃貸物件を含む）

ｂ．家庭的保育の実施場所を設置する場合（賃貸物件を含む）

の改修費等について、一定の条件に基づき、補助基準額及び補助率の引き上げを行

う。

②児童相談所の機能強化
児童相談所において、新たに親子での宿泊方式の訓練の実施や親族も含めた援

助方針会議の実施など家族再統合への取組を進めるとともに、一時保護所の整備
を促進する。

③社会的養護体制の拡充 ８３ ７７９百万円

（２）総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の着実な推進

２７４億２０百万円（２３４億５３百万円）

放課後児童クラブと文部科学省が実施する「放課後子ども教室推進事業」を一体

的あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」の着実な推進を図る

③社会的養護体制の拡充 ８３，７７９百万円
虐待を受けた児童など要保護児童が入所する児童養護施設等においては、児童

の状況に応じた適切なケアが必要であることから、施設におけるケア単位の小規模
化を推進するため、小規模グループケアの実施か所数の増（645か所→703か所）を
図るとともに、管理宿直を行う非常勤職員を配置するなど社会的養護体制の拡充を
図る。

的あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」の着実な推進を図る。

また、放課後児童クラブについては、クラブを利用できなかった児童の解消を図る

ための受け入れ児童数の増加等に必要なソフト面及びハード面での支援措置を

図る（24,153か所→24,872か所）。

さらに、放課後児童クラブガイドラインを踏まえ、望ましい人数規模のクラブへの移

行を促進するため 補助単価を増額する （例：児童数が40人の場合 １クラブ当た

（２）配偶者からの暴力（ＤＶ）防止 ５，６１９百万円
配偶者からの暴力への対策を推進するとともに、人身取引被害者の支援体制を

強化するため、婦人保護施設における通訳及びケースワーカー（外国人専門生活
支援者）の経費や医療費を計上し、機能の充実を図る。

行を促進するため、補助単価を増額する。（例：児童数が40人の場合、１クラブ当た

りの補助単価：2,426千円→3,026千円）

４ すべての子育て家庭に対する地域子育て支援対策の充実

《４４ ６６０百万円→４１ ４５９百万円》

６ 母子保健医療対策の充実 《１９，３０１百万円→２３，０５８百万円》

（１）不妊治療等への支援 ８，０９３百万円
不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療

費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する（１回あたり１５万《４４，６６０百万円→４１，４５９百万円》

地域における子育て支援拠点や一時預かり等について、身近な場所への設置を促

進する。

また、すべての子育て家庭を対象とした様々な子育て支援事業について、「子ども・

子育てビジョン（仮称）（平成２２年１月策定予定）」の実現を推進するとともに、子育て

円を年２回まで）などの支援を行う。

（２）小児の慢性疾患等への支援 １４，７３３百万円
小児期における小児がんなどの特定な疾患の治療の確立と普及を図るため、小

児慢性特定疾患治療研究事業を行う。また、未熟児の養育医療費の給付等を実施
する。

支援に関する情報ネットワークの構築（携帯サイト）、子どもを守る地域ネットワークの

機能強化、子どもの事故の予防強化に取り組む。
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７ 仕事と家庭の両立支援 《９，９６９百万円→９，７８０百万円》

（１）改正育児・介護休業法の円滑な施行 ４ ８６１百万円

安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備

女性 職業キ リ 継続が可能となる環境づくり 推進
（１）改正育児 介護休業法の円滑な施行 ４，８６１百万円

改正育児・介護休業法の円滑な施行のため、改正内容の周知徹底を図るとともに、

短時間勤務制度を定着促進するための支援を行うことにより、継続就業しながら育

児・介護ができる環境を整備する。

（２）男性の育児休業の取得促進 ３０百万円

１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進
《８５３百万円→６９５百万円》

（１）職場における男女雇用機会均等の推進 ４３０百万円
男女雇用機会均等法の履行確保のため、厳正的確な指導を行うとともに、迅速

な紛争解決の援助を実施する。
男

父親も子育てができる働き方の実現に向けて、父母がともに育児休業を取得する場

合、育児休業取得可能期間を延長（1歳2ヶ月）する制度（パパ・ママ育休プラス）等の

導入を内容とする育児・介護休業法の改正の周知徹底等により、男性の育児休業取

得を促進する。

（２）ポジティブ・アクションの取組の推進 ２６５百万円
男女雇用機会均等法の履行確保とともに、男女労働者の格差の解消をめざした

企業の積極的かつ自主的な取組（ポジティブ・アクション）を進めるため、その周知
と取組のノウハウを提供する。

２ 育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化（再掲）
（３）育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化

４０７百万円

育児休業の取得等を理由とする解雇、退職勧奨等不利益取扱いが増加しているこ

とから、労使からの相談対応、企業への適正な制度運用に関する指導等を行う体制

を整備することにより、育児休業等を理由とする解雇、退職勧奨等の不利益取扱いへ

対応を強化する（育児 介護休業 ブ 防止指導員 設置等）

２ 育児休業等を理由とする解雇等不利益取扱いへの対応の強化（再掲）

３ パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保と正社員転換の推進
《１，６２２百万円→１，３８０百万円》

パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保 正社員転換の実現を図るたの対応を強化する（育児・介護休業トラブル防止指導員の設置等）。

○「育児・介護休業トラブル防止指導員」の設置

平成２１年度第２次補正予算案（２８百万円）において、いわゆる「育休切り」等の

トラブルを防止するための周知・指導や、個別の事案に関する相談対応を担当する

「育児 介護休業トラブル防止指導員」（新規）を設置する（都道府県労働局雇用均等

パートタイム労働者の正社員との均衡待遇の確保、正社員転換の実現を図るた
め、パートタイム労働法に基づく的確な指導等を実施するとともに、専門家（均衡
待遇・正社員化推進プランナー（１４１名)）による相談・援助や雇用管理改善を行う
事業主に対する助成金（４０万円～６０万円（大企業３０万円～５０万円））の支給等
により、その取組を支援する。

「育児・介護休業トラブル防止指導員」（新規）を設置する（都道府県労働局雇用均等

室に計４７名）。

（４）事業所内保育施設に対する支援の推進 ３，９２１百万円

事業所内保育施設設置・運営等助成金について、事業所内保育施設を設置、運営

４ 多様な働き方に対する支援の充実 《２１２百万円→２１０百万円》

（１）短時間正社員制度の導入・定着の促進 １４７百万円
短時間でも正社員としての安定した働き方である短時間正社員制度の導入・定着

を促進するため、導入企業の具体的事例等に基づくノウハウの提供等を行うととも
に、特に制度の定着を支援するため、本制度を運用する事業主に対する助成措置、 、

する中小企業に対する助成率の引上げ（１／２→２／３）を引き続き実施する。

（５）中小企業における次世代育成支援対策の推進 ５６０百万円

「中小企業一般事業主行動計画策定推進２か年集中プラン」の実施により、中小企

業における次世代育成支援対策を推進する。

の拡充（制度利用者２人目～１０人目まで：１５万円→２０万円（大企業１０万円→１５
万円））を図る。

（２）良好な在宅就業環境の確保 ６３百万円
専門家及び相談員による在宅就業に関する相談対応や、セミナーの開催を通じた

在宅就業者のスキルアップ支援を行うとともに、在宅就業を仲介する機関による安
定的な仕事 確保 支援等 より 適 な在宅就業環境 整備を図る定的な仕事の確保の支援等により、適正な在宅就業環境の整備を図る。
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別 紙

平成22年度予算における子ども手当等の取扱いについて

３．子ども手当については、国負担を基本として施行するが、所

得税・住民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮減

に伴う地方財政の増収分については、最終的には子ども手平成22年度予算における子ども手当等の取扱いについて

標記について、以下のとおり合意する。

１．子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を
平成22年度予算に計上するとともに 平成22年度分の支

う 財 増 分 、最終

当の財源として活用することが、国民に負担増をお願いする

趣旨に合致する。また、児童手当の地方負担分についても、

国、地方の負担調整を図る必要がある。

平成22年度予算に計上するとともに、平成22年度分の支
給のための所要の法律案を次期通常国会に提出する。

（１）中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額
13,000円を支給する。

４． ３．の趣旨及び平成２２年度予算における取扱いも踏まえ、

所得税・住民税の扶養控除の廃止及び特定扶養控除の縮

減に伴う増収分が最終的に子ども手当の財源に充当され、

児童手当の地方負担分の適切な負担調整が行われるととも

（２）所得制限は設けない。

（３）子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童手
当を支給する仕組みとし、児童手当分については、児童

児童手当の地方負担分の適切な負担調整が行われるととも

に、平成２１年１２月８日の閣議決定に基づいて設置される

「検討の場」において、幼保一体化等を含む新たな次世代育

成支援対策の検討を進めることと併せて、「地域主権」を進

める観点から 「地域主権戦略会議」において補助金の一括当を支給する仕組みとし、児童手当分については、児童
手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担
する。

（４）（３）以外の費用については、全額を国庫が負担する。

める観点から、「地域主権戦略会議」において補助金の 括

交付金化や地方が主体的に実施するサービス給付等に係る

国と地方の役割分担、経費負担のあり方の議論を行い、そ

の見直しについて検討を行う。これらの検討については、平

成２３年度予算編成過程において結論を得て 順次 必要な

（５）公務員については、所属庁から支給する。

（６）現行の児童育成事業については、引き続き、事業主拠出金
を原資に実施する。

成２３年度予算編成過程において結論を得て、順次、必要な

措置を講ずるものとする。

平成２１年１２月２３日

２．平成23年度における子ども手当の支給については、平成23年
度予算編成過程において改めて検討し、その結果に基づいて
平成23年度以降の支給のための所要の法律案を平成23年通
常国会に提出する。

国家戦略担当・内閣府特命担当大臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

厚生労働大臣
常国会に提出する。

厚生労働大臣
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母子家庭等自立支援対策について

平成１４年の母子及び寡婦福祉法等の改正により、それまでの「児童扶養手当中心の

（１）就業支援策の推進

支援」から「就業・自立に向けた総合的な支援」へと転換し、「就業支援策」について本格
的な取り組みを開始。

現 状

・母子家庭等を取り巻く経済・雇用環境は厳しい状況
・就業支援に関する事業の実施状況について、自治体によって取組に差

現 状

【参考】就業支援事業の実施割合（H21.4.1現在）
・母子家庭等就業・自立支援センター事業 １００．０％
・自立支援教育訓練給付事業 ９０．４％
高等技能訓練促進費事業 ８１ ２％・高等技能訓練促進費事業 ８１．２％

・母子自立支援プログラム策定事業 ５５．３％

どこに住んでいても支援を受けることができるよう事業の空白地帯を解消するとともに、ハ
ク等 労働関係機関と連携 効果的 事業を実施する とが重ローワーク等の労働関係機関と連携し、効果的に事業を実施することが重要。
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具体的な取組

母子家庭等就業 自立支援センタ の充実

母子自立支援プログラム策定事業の推進等

母子家庭等就業・自立支援センターの充実

センターの土日における開所を推進する。（運営費の加算制度の創設）

母子家庭の実情に応じたきめ細やかな支援を行うための自立支援プログラムを作成する母子自立支援プロ
グラム策定事業を推進するとともに、ハローワークや福祉事務所等が連携して自立支援プログラムを策定する
生活保護受給者等就労支援事業との連携を図る。

高等技能訓練促進費等事業の推進

看護師等経済的自立に効果的な資格の取得を支援するため、養成機関に修学している期間中の生活費の
負担軽減を行う高等技能訓練促進費等を支給する。

中小企業雇用安定化奨励金の充実

中小企業事業主が、就業規則等において有期契約労働者の正社員への転換制度を新たに設け、実際に１
人以上転換させた場合に支給する奨励金について、支給額を引き上げる。（１人当たり１０万円→２０万円（母

マザーズハローワークの事業の拡充

マザーズハローワーク事業の拠点を拡充（148か所→163か所）するとともに、子育て支援ネットワークの強化、

子家庭の母の場合は１５万円→３０万円））

マザ ズハロ ワ ク事業の拠点を拡充（148か所→163か所）するとともに、子育て支援ネットワ クの強化、
母子家庭の母等の支援機関への出張相談、託児付きセミナーの開催等を実施する。

母子家庭の母の雇用の促進等
自治体の関連法人も含め 職員の雇い入れに際して 求人情報を近隣の母子家庭等就業 自立支援セン・自治体の関連法人も含め、職員の雇い入れに際して、求人情報を近隣の母子家庭等就業・自立支援セン
ターへ提供する。

・母子福祉団体等に対する事業の積極的な発注を行う。
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父子家庭をはじめとしたひとり親家庭の育児や家事等に係る相談ニーズに対応するため、相談員を配置して、土日

（２）ひとり親家庭生活支援事業の充実

を含めた生活相談を実施する。（事業メニューの見直し）

（３）母子寡婦福祉貸付金の拡充

・母子家庭の母が高等学校等に通う際に必要となる費用についての貸付を実施する。

・公立高等学校に係る就学支度資金の貸付限度額を引き上げる。（85,000円→160,000円）

（ ）母 寡婦福祉貸付 拡充

・養育費相談支援センターにおいて 困難事例への対応・養育費相談にあたる人材の養成研修 自治体の行う研修

（４）養育確保策の推進

・養育費相談支援センタ において、困難事例への対応・養育費相談にあたる人材の養成研修、自治体の行う研修
への講師の派遣等を行う。

・母子家庭等就業・自立支援センターの養育費専門相談員が、家庭裁判所等への同行支援を実施する。
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少子化対策特別部会におけるこれまでの議論のポイント

少子化対策特別部会の議論の整理について

○ 少子化対策としては、すべての子どもの健やかな育ちを基本に置きつつ、保育・放課後児童クラブ・地域
の子育て支援をはじめとするサービスの抜本的拡充が必要。

○ 少子化対策は、持続可能な我が国の社会を構築するための「未来への投資」であり、社会全体で費用を負
担する仕組み（財源確保）が必要であるとともに、ニーズに応じて質の確保されたサービスが増えていくよ

育児休業～保育～放課後対策への
切れ目のないサービス保障 子育て支援サービスのための

包括的 元的な制度を構築

担する仕組み（財源確保）が必要であるとともに、ニ ズに応じて質の確保されたサ ビスが増えていくよ
うな子育て支援のための包括的・一元的な制度づくりが必要。

①

利用者への例外のないサービス保障
※必要な子どもに例外なく保育サービスを受け

包括的・一元的な制度を構築

利用者（子ども）中心

①

すべての子育て家庭への支援

位 付 （ 定）
※必要な子どもに例外なく保育サービスを受け

る地位の付与（認定）

サービス選択可能な仕組み潜在化した需要を顕在化

利用者（子ども）中心

※市町村の責務の下、利用者と事業者の公的保育契約

②

多様なサービスメニュー

（例）家庭的保育、小規模サービス、地域子育て支援拠点
等

多様な利用者ニーズへの対応

質の確保された事業者の参入促進女性の就労率向上を踏まえた
潜在需要に対応した量的拡大

③

サービスの質の向上

潜在需要に対応した量的拡大

地域の実情に応じたサ ビス提供 が

※客観的な基準に基づく指定制の導入

安定的・継続的に費用確保 社会全体（国・地方・事業主・本人）

による費用負担（財源確保）

地域の実情に応じたサービス提供 基礎自治体（市町村）が実施主体
④
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育児休業～保育～放課後対策への切れ目
子育て支援サ ビスのための

ポイント①

○ 少子化の背景にある 就労と結婚・出産・子育ての二者択一構造を解消するため

のないサービス保障 子育て支援サービスのための
包括的・一元的な制度を構築

すべての子育て家庭への支援

○ 少子化の背景にある、就労と結婚 出産 子育ての二者択 構造を解消するため、
① 働き方の改革による仕事と生活の調和の実現
② 様々な子育て支援のためのサービスを一元的に提供する社会的基盤の構築
を、少子化対策として一体的に取り組む。

○ 様々な子育 支援のためのサ ビ を 元的に提供する社会的基盤の構築の実現のためには 社会全体 費用を負担する仕組みに○ 様々な子育て支援のためのサービスを一元的に提供する社会的基盤の構築の実現のためには、社会全体で費用を負担する仕組みに
よる財源確保が必要であるとともに、ニーズに応じて質の確保されたサービスが増えていくような子育て支援サービスのための包括的・
一元的な制度の構築が必要。

例） 現状では、様々な考え方・仕組みのもとで給付・財源がバラバラであることから、これら給付・財源を一体的に提供できる仕組みが必
要。

○ 少子化対策としては、「すべての子どもの健やかな育ちの支援」を基本として、仕事と子育ての両立を支援する給付を組み合わせる。そ
の際、ライフステージ、働き方に応じ、育児休業～保育サービス～放課後対策への切れ目のないサービス等が保障され、すべての子育
て家庭に対し、必要となる子育て支援が提供されることが必要。

・ 保育サービスの質的・量的拡充保育サ ビスの質的 量的拡充
・ 放課後児童クラブの質的・量的拡充
・ すべての子育て家庭に対し、必要な子育て支援サービスが提供される仕組み

○ 女性の就業率の高まりに対応したスピード感のあるサービスの抜本的拡充とともに、
児童人口減少地域における保育機能の維持等の課題にも対応

《就学前（０～２歳）》

多

保育

【イメージ】

ワーク・ライフ・
バランス

児童人口減少地域における保育機能の維持等の課題にも対応。 提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス

保育

育児休業の給付

・一時預かり
経済的支援

ニーズに対応したサービス 少

ス
量

・地域子育て支援拠点事業 等

すべての子どもに提供されるサービス

21



地位 付与（認定）

利用者への例外のないサービス保障
※必要な子どもに例外なく保育サービスを受ける

地位の付与（認定）

サービス選択可能な仕組み潜在化した需要を顕在化

利用者（子ども）中心

ポイント②（保育サービス）

選択可能な仕組みサ ビス選択可能な仕組み
※市町村の責務の下、利用者と事業者の公的保育契約

○ 市町村の実施責務を法制度上明示
・ ①例外ない公的保育サービスの保障責務、②質の確保された公的保育サービスの提供責務、③適切なサービスが確実に受けら
れるようにする利用支援責務、④保育サービス費用の支払義務

○ 例外のない保育サービス保障（潜在需要を顕在化）
・ 保護者の就労形態を問わず、「保育が必要な」子どもに例外なく保育サービスを受ける地位を付与（「保育に欠ける」という

仕組みの見直し）。
・ 利用者が希望する保育サービスの利用開始までの間、市町村は多様なサービスメニューの中から補完利用できるようにするこ

とが必要。

○ 市町村が、客観的な基準に基づき、保育の必要性・量を認定
※併せて優先的利用確保についても、市町村が認定する仕組み。
・ 必要量は ３歳未満の子どもには週当たり２～３区分を月単位で設定 ３歳以上の子どもには区分なしを基本必要量は、３歳未満の子どもには週当たり２ ３区分を月単位で設定、３歳以上の子どもには区分なしを基本。
・ 虐待事例などは市町村の斡旋等により適切に受入れ。

○ 利用者と保育所が公的保育契約（サービス選択可能な仕組み）
※現行の市町村から保育所に委託する仕組みを見直し、公の財政事情等によってサービス抑制が働かない仕組みへ。

利用者（子ども）中心の視点に立ち 市町村の実施責務の下 利用者と事業者の公的保育契約を締結し サ ビスを提供・ 利用者（子ども）中心の視点に立ち、市町村の実施責務の下、利用者と事業者の公的保育契約を締結し、サービスを提供。
・ 市町村において子育て支援全般に係るコーディネート機能や苦情解決の仕組みが必要。

○ 利用者に対し利用したサービスを費用保障（給付） ＋ 保育所等による法定代理受領
・ 年齢、地域、規模、時間帯などに応じた単価設定（公定価格による質の保障と安定的事業運営への配慮）。
・ 保育料は保育所等に納付することを基本に、保育料の滞納には市町村が利用者からの保育料の納付に関与する仕組みを検討。

市 町 村

保育の実施

【現行の保育の仕組み】 市 町 村

保育の実施

都道府県

公
法
上

（
指

【新たな保育の仕組み】
（イメージ）

利 用 者 認可保育所
サービス提供

委託

保育の実施

申し込み

利 用 者 事業者

法定代理
受領

認定
（給付）

公的保育契約
（利用料） （サービス提供）

上
の
契
約

指
定
）
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ポイント③
多様なサービスメニュー

多様な利用者ニーズへの対応
質の確保された事業者の参入促進

女性の就労率向上を踏まえた ※客観的な基準に基づく指定制の導入

（例）家庭的保育、小規模サービス、地域子育て支援拠点等

〈仕事と子育ての両面を支援するサービス〉
○ 多様な保育サービス類型の導入

サービスの質の向上

女性の就労率向上を踏まえた
潜在需要に対応した量的拡大

※客観的な基準に基づく指定制の導入

○ 多様な保育サ ビス類型の導入
・ すべての子どもに対する公的保育を保障する観点と、多様な利用者ニーズへの対応の観点から、多様なサービス類型を導入

（別紙１参照）。
例）家庭的保育、小規模サービス、短時間勤務等、早朝・夜間・休日保育、事業所内保育等

○ 児童人口減少地域における対応○ 児童人口減少地域における対応
・ 児童人口減少地域において、子どもに質の高い保育を保障するため、小規模サービス、多機能型サービス等の検討。

○ 指定制の導入と市町村のサービス提供確保の義務
・ 多様な利用者ニーズへ対応し、多様なサービス類型のそれぞれごとに質の確保された事業者の参入促進を図るため、客観的

な基準（通常保育については最低基準）に基づく指定制を導入。
・ 裁量的な認可により、地方自治体の財政事情等による抑制が働かない仕組みの改革。
・ 市町村による計画的なサービス基盤整備と児童人口の減少地域等における供給過多による弊害回避。

○ 質の確保された事業者の参入促進○ 質の確保された事業者の参入促進
・ 施設整備費については、運営費に相当額（減価償却費相当）の上乗せを検討（当面の集中的整備促進等のための施設整備補

助は維持）。
・ 認可外保育施設の最低基準到達支援
・ 適正なサービスの確保、サービスの休廃止時のルールが必要。

質の確保のための指導監督が従来よりも重要な役割を果たすべきであるが そのための実施体制の確保策を検討 その際・ 質の確保のための指導監督が従来よりも重要な役割を果たすべきであるが、そのための実施体制の確保策を検討。その際、
都道府県と市町村の役割の整理等についても考慮。

・ 運営費の使途制限は、保育サービスの特質を考慮し、配当なども含め、一定のルールが必要。また、会計処理については、
法人種別ごとの会計処理を検討。

○ サービスの質の向上
・ 保育所に求められる役割等の高まりに対応した職員配置、保育の質の維持・向上を図るための安定雇用や保育士の処遇改善

を可能とする仕組み、研修の制度的保障、ステップアップの仕組み等。
・ 指導監査とともに、情報公表・評価等の仕組み。 23



○ 病児・病後児保育の量的拡充
病児 病後児保育は ニ ズも高く セ フティネ トとして重要な役割 働き方の見直しに取り組みつつ 量的拡充が

ポイント③（続き）

・ 病児・病後児保育は、ニーズも高く、セーフティネットとして重要な役割。働き方の見直しに取り組みつつ、量的拡充が
必要。

・ 施設型と非施設型の役割、医師との連携等について検討。

○ 放課後児童クラブの量的・質的拡充
・ 質の確保を図りつつ、量的拡充を図ることが重要。小学校の活用とともに、財源保障を強化し、人材確保のための処遇改善

が必要。
・ 市町村の実施責任、保障の仕組みの強化、質を確保するための緩やかな基準の必要性、人材確保のための処遇改善等を検討。

〈すべての子育て家庭を支援する基本サービス〉
○ 多様なニーズに対応できる一時預かりの受け皿の拡大
・ 一時預かりは、乳幼児のいる子育て家庭の多様なニーズに対応する基本サービスとして、保障を充実。
・ 今後の需要の拡大が見込まれる中、多様な主体、多様なサービス提供方法を活用した受け皿拡大。

○ 地域子育て拠点事業等地域の子育て支援の充実
・ 子育ての孤立感、負担感の解消に資する地域子育て支援拠点、遊びを通じた子どもの育成を基盤とした児童館事業等、地

域特性に応じた柔軟な地域の子育て支援の取組を支援する枠組みの検討。

社会的養護を す ども等 特 な支援を す ども 家庭 す 施策 充実○ 社会的養護を必要とする子ども等、特別な支援を必要とする子どもや家庭に対する施策の充実。
・ 施設に入所している子どもの心のケアや家庭復帰へ向けた支援、年齢に応じた設備などにより子どもの状態や年齢に応じ

たケアが実施できるよう、施設機能や配置基準などの見直しが必要。
・ 施設機能の見直しのみならず、地域で生活する要保護児童への支援の充実や施設と地域資源の連携も必要。
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ポイント④

地域の実情に応じたサービス提供 基礎自治体（市町村）が実施主体

安定的・継続的に費用確保 社会全体（国・地方・事業主・本人）に
よる費用負担（財源確保）

○ 地域の実情に応じたサービス提供を図るため、基礎自治体（市町村）が制度の実施主体。

○ 新たな制度体系の実現には財源確保が不可欠。

○ 現行のサービスの類型によって財源構成も給付も異なる仕組みから、包括的・一元的な制度の構築へ。

○ 社会全体（国・地方・事業主・個人）で重層的に支え合う仕組みが必要であることを前提に、新たな制度体系の全体像を検討する中で、
以下の点につき、引き続き議論。

新たな制度体系によ て増大する費用を国 地方 事業主 個人で適切に役割分担する仕組み・ 新たな制度体系によって増大する費用を国・地方・事業主・個人で適切に役割分担する仕組み
・ 地方負担については、不適切な地域差が生じないような仕組み
・ 事業主負担については、働き方と関連の深いサービスなど受益と負担の連動、働き方の見直しを促進するような仕組み
・ 社会全体で支え合うことを前提に、誰でも大きな負担感なく一定の負担で利用できるようにした上で、低所得者にも配慮

する仕組み 等

※ 例えば、フランスでは「全国家族手当金庫」により、子育て支援に係る財源を一元的に管理し、労使・利用者等の関係者が
運営に参画し、資金を給付（別紙７参照）。
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多様な子育て支援のニーズに対応したサービス

就労等の間の子どもの発達を支える保育就労等の間の子どもの発達を支える保育
家庭における子育ての支援

育児休業等とつながる勤務時間等に応じた
用事や育児疲れ解

育児相談・親子 育児休業等とつながる
円滑な保育所への入所

勤務時間等に応じた
柔軟な保育サービス

消のための一時
預かりの場

育児相談・親子
の交流の場

多様な保育・
預かりサービス

保育所における
保育

地域子育て支援

認定こども園

分園

全戸訪問

養育支援
訪問

家庭的保育家庭的保育

小規模保育

地域子育て拠点事業

児童館

訪問

短時間勤務対応

早朝・夜間・休日対応

一時預かり （一時保育）

事業所内保育施設

職場の近くなど市町村圏を超えたニーズ対応

都市部等における量的拡充・中山間地のサービス拡充

ショートステイ事業

トワイライト事業

病児・病後児保育対応
社

事業所内保育施設

ファミリーサポートセンター
母子保健

※ 障害者自立支援制度等による障害児施策

会
的
養
護 26



子ども・子育てビジョン（仮称）（子ども・子育て応援プランの見直し）

子ども・子育てビジョン（仮称）
（新少子化社会対策大綱＋新子ども・子育て応援プラン）

少子化社会対策基本法第７条の規定に基づき、少子化に対処するための施策の指針と し
て、総合的かつ長期的な少子化に対処するため策定された施策の大綱とその実施計画。

※従来は大綱とプランを別々としていたが、今回は一体のものとして策定予定

○大綱及びその具体的な実施計画

○来年（平成２２年）１月を目処に今後５年間（平成２２年度～２６年度）の施策内容と数値目標を

策定予定。策定予定。

※保育や放課後児童クラブ等の子育て支援サービスについて、潜在需要を踏まえた目標値を設定。

次世代育成支援対策推進法（平成17年4月施行）に基づく地域行動計画

都道府県、市町村‥‥地域における子育て支援等について5か年計画を策定

→平成２２年度から、新しい５か年計画（後期行動計画）
※事 業 主‥‥仕事と子育ての両立支援のための雇用環境の整備や働き方の見直し等について2～5か年の計画を策定

次世代育成支援対策推進法（平成17年4月施行）に基づく地域行動計画
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子ども・子育てビジョン（仮称）の策定スケジュール

平成20年12月24日 少子化社会対策会議において、大綱見直しの方針について決定。

平成21年 8月末 市町村における保育サービス等の目標事業量の報告。平成 年 月末 市町村 保育 等 標事業 報 。

平成21年10月～ ○ 目標事業量の集計まとめ、新大綱（子ども・子育てビジョン（仮
称））への反映。

○ 内閣府に福島少子化担当大臣 泉政務官をメンバ とする「子ど○ 内閣府に福島少子化担当大臣・泉政務官をメンバーとする「子ど
も・子育てビジョン（仮称）検討ワーキングチーム」を設置。

泉政務官を主査とする作業グループを設置し、原案作成・関係省
庁との調整。

平成22年1月（予定）「子ども・子育てビジョン（仮称）」策定。

【政府全体会議】

少子化社会対策会議（平成１５年９月１０日～）

会長： 内閣総理大臣

委員： 内閣官房長官 総務大臣 法務大臣 外務大臣 財務大臣 文部科学大臣

厚生労働大臣 農林水産大臣 経済産業大臣 国土交通大臣 環境大臣 防衛大臣厚生労働大臣 農林水産大臣 経済産業大臣 国土交通大臣 環境大臣 防衛大臣

国家公安委員会委員長 内閣府特命担当大臣
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次世代育成支援対策推進法（改正後の概要）
（平成１７年４月から１０年間の時限立法）

行動計画策定指針

○ 地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援のための行動計画の策定を義務づけ、10年間

の集中的・計画的な取組を推進

行動計画策定指針
○ 国において地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する際の指針を策定。

※ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに際して
参考とすべき標準（参酌標準）を定める。

地方公共団体行動計画の策定 事業主行動計画の策定・公表・周知
① 般事業主行動計 （企業等）

①市町村行動計画

②都道府県行動計画

→地域住民の意見の反映 労使の参画

①一般事業主行動計画（企業等）
→大企業（３０１人以上）：義務
中小企業（１０１人以上）：義務（23年４月～）
中小企業（１００人以下）：努力義務→地域住民の意見の反映、労使の参画、

計画の内容・実施状況の公表、定期的
な評価・見直し 等

中小企業（１００人以下）：努力義務
一定の基準を満たした企業を認定（くるみんマー

ク）

②特定事業主行動計画（国・地方公共団体等）

次世代育成支援対策地域協議会 次世代育成支援対策推進センター

施策・取組への協力等
策定支援等

次世代育成支援対策地域協議会

・都道府県、市町村、事業主、労働者、社会
福祉・教育関係者等が組織

次世代育成支援対策推進センタ

・事業主団体等による情報提供、相談等の
実施
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次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）について

《２１年度》 《２２年度予算案》

放課後児童健全育成事業

児童育成事業費（事業主拠出金財源） 児童育成事業費（事業主拠出金財源）

放課後児童健全育成事業
家庭的保育事業

病児・病後児保育事業
一時預かり事業

地域子育て支援拠点事業
児童ふれあい交流事業 など

放課後児童健全育成事業
家庭的保育事業

病児・病後児保育事業
延長保育事業 など

児童ふれあい交流事業

児童ふれあ 交流事業 など

すべての
子育て家

仕事と子育
ての両立を
支援する

次世代育成支援対策交付金（一般財源）
次世代育成支援対策交付金（一般財源）

延長保育

一時預かり事業
庭向けの
サービス

支援する
サービス

388億円

地域子育て支援拠点事業

361億円

（特定事業）
・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業

フ ミリ サポ ト センタ 事業

（特定事業）
・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業

フ ミリ サポ ト センタ 事業

新規事業（子育て支援ネットワーク事業ほか）

・ファミリー・サポート・センター事業
・子育て短期支援事業

（その他事業）

・ファミリー・サポート・センター事業
・子育て短期支援事業

（その他事業）

すべての
子育て家
庭向けの
サービス

すべての
子育て家
庭向けの
サービス

※上記の表は、事業規模をイメージ化したものであり、事業ごとの積算内訳はない。
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負担割合の変更について

《児童育成事業費：事業主拠出金財源》《ソフト交付金：一般財源》

《
延
長 国市町村

国
１／３

市町村
１／３長

保
育
》

国
１／２

市町村
１／２

都道府県
１／３

１／３１／３

１／３

【指定都市、中核市の場合】
国1/3  指定都市・中核市2/3

《ソフト交付金：一般財源》《児童育成事業費：事業主拠出金財源》

国市町村

《
地
域
子
育児

《ソフト交付金： 般財源》《児童育成事業費：事業主拠出金財源》

国
１／３

都道府県

市町村
１／３

国
１／２

市町村
１／２

育
て
支
援
拠
点
、
一

児
童
ふ
れ
あ
い
交
流 都道府県

１／３
一
時
預
か
り
、

流
》

【指定都市、中核市の場合】
国1/3  指定都市・中核市2/3
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子育て支援ネットワーク事業（新規）イメージ

子育てについての情報不足、相談相手の不在による子育てのしづらさの改善に向けて、地域住民参加型の子育て
支援に関する情報ネットワークの基盤構築を図る。
【既存の子育てサービスと相まって、子育て世代に幅広く普及している携帯サイトなどを活用し、子育て支援を展開】

子育て支援ネットワーク《携帯サイト等》

【既存 子育 サ 相ま 、子育 世代 幅広く普及 る携帯サイ な を活用 、子育 支援を展開】

地域子育て支援
拠点や保育所
の保育士に相談
も きる

産婦人科医や

小児科医の受診
の際に便利！

《個人情報領域》
○妊娠記録（胎児エコー写真）
○生育歴（体重・身長等）

○保育サービス等の利用に必要
な

《共有情報領域》
○子育て相談
○交流・情報交換（ネットひろば）

○保育所での生活（遊び風景や
食事風景）を映像配信 など

※本人の同意のもとで情報開示
もできる！

先輩ママの子
育て体験が聞
ける！

の際に便利！

一時預かりや病
児保育の利用手
続きが円滑に！

な
基本情報（緊急連絡先、平熱、
既往症等）

○予防接種歴 など

食事風景）を映像配信 など

《情報配信領域》
○保育所等からの行事案内
○子どもの事故防止情報
○健診 お知らせ

会社に居なが
ら子どもの様子
がわかる！

いつでも
どこでも
気軽に
アクセス

○健診のお知らせ
○子育てマップ（授乳場所の標

記等）の配信
○災害情報 など

一方向リンク
（情報提供）

必要な情報がま
とめてわかる

アクセス

保育所、児童館、病院、
学校、市役所 等
（情報の提供）

市町村

（情報の集約、データベースの構築、行政
サービスの改善）

情
報
共
有

要保護児童対策地域協議会

協

働

ア
セ
ス

メ
ン
ト

緊
急
判

定
会
議

迅
速
な

支
援

ケ
ー
ス

記
録
の

蓄
積

虐待の早期発
見・早期対応
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子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業の拡充

【課 題】

「子どもを守る地域ネットワーク」については、平成２１年４月１日現在、９７．６％の市町村で設置（虐待防止ネット
ワ クを含む ）されているが その機能強化を図っていくことが課題となっている 具体的には以下のとおりワークを含む。）されているが、その機能強化を図っていくことが課題となっている。具体的には以下のとおり。

○ 調整機関への専門職員（コーディネーター）の配置促進
⇒ 児童福祉司と同様の資格を有する者の配置は、１４．２％（平成２１年４月・調整機関担当職員の状況）

○ ネ トワ クを活用した適切な援助を行うため 関係機関の更なる連携強化が必要○ ネットワークを活用した適切な援助を行うため、関係機関の更なる連携強化が必要
⇒ 「ネットワーク会議が開催されていない」、「単独の機関や担当者のみで対応している」等が指摘されている

子どもを守る地域ネットワークの機能強化

【既存分】 【新規分】

コーディネーターやネットワーク構成員の専門性強
化等

ネットワーク関係機関の連携強化を図るための
取組

（事業内容）

① イ タ ネ ト会議シ ム等 導入による

（事業内容）

＋ ① インターネット会議システム等の導入による
ケース検討会議の開催

② ケース記録や進行管理台帳等の電子化
など

① コーディネーターの専門性向上に向けた児童福
祉司任用資格取得のための研修受講

② ネットワーク構成員のレベルアップを図るため学
識経験者（ ドバ ザ ） る 修会開催

＋
（これに加え）

など識経験者（アドバイザー）による研修会開催
など
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子どもの事故予防強化事業（新規）イメージ

子ども（特に乳幼児）の事故（お風呂場で溺死する事故、階段等から転落事故など）の大部分については予防可
能なことから、保護者等に対する意識啓発を行うことで子どもの事故の予防強化を図る。
事故防止のためのパンフレ ト等を 両親学級や １歳６か月児 ３歳児健診などの集団健診などの場において事故防止のためのパンフレット等を、両親学級や、１歳６か月児・３歳児健診などの集団健診などの場において、

子ども事故予防推進員（仮称）が配布・説明するなど、保護者等に対する意識の啓発をきめ細かく行うとともに、必
要に応じ、意識啓発方策やパンフレット内容を検討するため事故予防検討会を開催する。

子ども事故予防
健診実施場所
等（集団健診）

子ども事故予防
推進員（仮称）

検討会開催

診察（医師） 説明 説明

説明会開催

検討会開催

・意識啓発方策の検討
・事故防止パンフレット内容の検討

多くの親子が一同
に会する健診等の
場において、きめ細
かな説明により効
果的な意識啓発を

パンフレット参加

保健指導（保健師）

果的な意識啓発を
行う

検討会※

※医師、保健師、保育士などが集まり検討
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ファミリー・サポート・センター事業における
病児・病後児等預かり等の実施について

○ 地域における病児・病後児の預かり等の対応を促進するため、平成２１年度から、地域住民間の相互援助

活動であるファミリー・サポート・センター事業において 病児・病後児等の預かり事業を開始している（「病児・活動であるファミリ サポ ト センタ 事業において、病児 病後児等の預かり事業を開始している（「病児

緊急対応強化事業」）。

○ なお、平成１７年度より実施していた「緊急サポートネットワーク事業」は廃止し、ファミリー・サポート・セン

タ 事業 病児 病後児等 預かり 移行を促進する（移行期間（平成 年度 年度）にお は 国ター事業の病児・病後児等の預かりへの移行を促進する（移行期間（平成２１年度・２２年度）においては、国

において円滑な移行のための事業（「病児・緊急預かり対応基盤整備事業」）を実施。）

ファミリー・サポート・センター
〔相互援助組織〕

ドバイザ

《平成２１年度の実施状況》

○ ファミリー・サポート・センター事業アドバイザー

援助の申し入れ 援助の打診

○ ファミリ サポ ト センタ 事業

実施数 ５９９市区町村

○ 病児・病後児等預かり事業

援助を行いたい会員援助を受けたい会員

実施数 ４７市区町村

援助を行いたい会員援助を受けたい会員
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
及び雇用保険法の一部を改正する法律の概要

少子化対策の観点から、喫緊の課題となっている仕事と子育ての両立支援等を一層進めるため、
男女ともに子育て等をしながら働き続けることができる雇用環境を整備する。

○ ３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを事業主の義務とし、

労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する。

１ 子育て期間中の働き方の見直し

○ 子の看護休暇制度を拡充する。（小学校就学前の子が、１人であれば年５日（現行どおり）、２人以上であれば年１０日）

○ 父母がともに育児休業を取得する場合 １歳２か月（現行１歳） までの間に １年間育児休業を取得可能とする

２ 父親も子育てができる働き方の実現

○ 父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２か月（現行１歳） までの間に、１年間育児休業を取得可能とする。

（パパ・ママ育休プラス）

○ 父親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合、再度、育児休業を取得可能とする。

○ 配偶者が専業主婦（夫）であれば育児休業の取得不可とすることができる制度を廃止する。

※ これらにあわせ 育児休業給付についても所要の改正※ これらにあわせ、育児休業給付についても所要の改正

○ 介護のための短期の休暇制度を創設する。（要介護状態の対象家族が、１人であれば年５日、２人以上であれば年１０日）

３ 仕事と介護の両立支援

○ 苦情処理・紛争解決の援助及び調停の仕組みを創設する。

○ 勧告に従わない場合の公表制度及び報告を求めた場合に報告をせず、又は虚偽の報告をした者に対する過料を

４ 実効性の確保

○ 勧告に従わない場合の公表制度及び報告を求めた場合に報告をせず、又は虚偽の報告をした者に対する過料を

創設する。

【施行期日】平成２２年６月３０日（ただし、一部の規定は、常時１００人以下の労働者を雇用する事業主については３年以内の政令で定める日。）

４のうち、調停については平成２２年４月１日、その他は平成２１年９月３０日。 36



平成２２年度予算（案）における放課後児童クラブの国庫補助について

平成２２年度予算（案）これまでの方針

子どもの情緒の安定や事故防止を
図る観点から、児童数が７１人以上の

大規模クラブに対する国庫補助を平

７１人以上の大規模クラブは、補助単価
を減額した上で、国庫補助を継続

○ ○

成２１年度限りで廃止

放課後児童クラブガイドラインを踏まえ、
７０人以下のクラブの補助単価を増額し、
望ましい人数規模のクラブへの移行を促進

※

望ましい人数規模のクラブ の移行を促進

保護者の就労形態に即した開設日
数確保の観点から、年間２５０日以上
開設していないクラブに対する国庫補

２５０日未満開設クラブは、利用者への
ニーズ調査の結果、２５０日も開設する必
要がないクラブについては、国庫補助を

○ ○

開設していないクラブに対する国庫補
助を平成２１年度限りで廃止

要がないクラブについては、国庫補助を
継続
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児童の安全確認・安全確保の徹底について

◎児童相談所等関係機関の関与がありながら虐待死を防げなか た事例の存在

４８時間ルールの徹底

◎児童相談所等関係機関の関与がありながら虐待死を防げなかった事例の存在

・情報提供であっても死を招く子ども虐待の可能性の認識

・安全確認は、原則４８時間以内に子どもを直接目視することにより実施

・保護者の同意が得られない場合であっても子どもの安全を最優先にした実施

虐待の確証が得られない場合においても 児童の安全のため 時保護による診断 判定も辞さない

ためらわず必要な場面での一時保護の実施

・虐待の確証が得られない場合においても、児童の安全のため一時保護による診断・判定も辞さない

臨検・捜索制度等の積極的な活用

・長期間子どもの安全が確認されず、呼びかけに全く応答しない場合等においての積極的な活用

・出頭要求、立入調査、再出頭要求の段階を踏まえ、次の見通しをもった迅速な対応

・虐待を受けている子どもの早期発見や適切な保護を図るため、関係機関が早い時期からその子ど
も等に関する情報や方針を共有し、適切な連携の下で対応していくことが重要

関係機関との連携

も等に関する情報や方針を共有し、適切な連携の下で対応していくことが重要

・要保護児童対策地域協議会を積極的に活用するとともに、日頃からの情報交換により、各機関の連
携を深めていくことが適当
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第１ 親権制度の見直しの必要性
平成 年 児童虐待 防止等に関する法律及び児童福祉法 部を改 する法律附則により 同法律施行（施行 平成

児童虐待防止のための親権制度研究会について

平成１９年の児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律附則により，同法律施行（施行日平成
２０年４月１日）後３年以内に，親権に係る制度の見直しについて検討を行い，その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとさ
れている。

（参考）
児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律附則児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の 部を改正する法律附則
第２条 政府は，この法律の施行後３年以内に，児童虐待の防止等を図り，児童の権利利益を擁護する観点から親権に係る制度の見直し

について検討を行い，その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

第２ 検討
１ 検討課題１ 検討課題

親権に係る制度のうち主に児童虐待防止に関連する事項を中心に見直しの検討を行った上で，法制審議会開催の要否（民
法改正の要否）を検討する。

２ 検討の進め方
大村敦志東京大学教授を座長と 学者 弁護士 法務省担当者 厚生労働省担当者 最高裁判所事務総局担当者等 構大村敦志東京大学教授を座長とし，学者，弁護士，法務省担当者，厚生労働省担当者，最高裁判所事務総局担当者等で構
成される「児童虐待防止のための親権制度研究会」を開催する。

３ スケジュール
平成２１年６月 研究会を立ち上げて検討開始
平成２２年１月 研究会の成果の取りまとめ

法制審議会への諮問の要否検討

「児童虐待防止法見直し勉強会」において議論された論点 （親権に係る制度に関連すると思われるもの）「児童虐待防止法見直し勉強会」において議論された論点 （親権に係る制度に関連すると思われるもの）

・ 児童虐待を行った保護者に対する指導等に関するもの
・ 面会又は通信の制限に関するもの
・ 接近禁止命令に関するもの

行政権限 行使 対する 法 関与 関するも・ 行政権限の行使に対する司法の関与に関するもの
・ 親権の一時・一部停止に関するもの
・ 未成年後見制度の在り方等に関するもの
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社会的養護体制の拡充について

（ ） 童福祉施設等 お る 充実

ア 施設の小規模化の推進

児童養護施設等に入所する被虐待経験を持つ児童等については、できる限り家庭的な環境で養育する
とが望ま とから 成 年度予算（案） お は 小規模グ プケ おける 夜間体

（１）児童福祉施設等におけるケアの充実

ことが望ましいことから、平成２２年度予算（案）においては、小規模グループケアにおける、夜間体
制の充実のため、新たに管理宿直等職員（非常勤）を配置するほか一定の条件の下、１本体施設あたり
３か所まで小規模グループケアケアの設置を認めるなどケア形態の小規模化の一層の推進に努めていく
こととしている。

イ 家庭支援専門相談員 個別対応職員等の拡充イ 家庭支援専門相談員、個別対応職員等の拡充

ケア担当職員については、平成２２年度予算（案）において、乳児院における乳幼児の家庭復帰や里
親委託を支援する家庭支援専門相談員及びネグレクトケアや個別ケア等を行う個別対応職員の配置の拡
充、児童養護施設において投薬管理や健康管理等を行う看護師の配置の拡充を行うこととしている。

ウ 施設整備費の交付対象の拡大

児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設における小規模グループケ
アの施設整備（ハード）について、平成２２年度予算（案）において、次世代育成支援対策施設整備
費交付金の加算対象とすることとしている。

現在策定中の「子ども・子育てビジョン（仮称）」において、社会的養護体制の充実が図られるよう
数値目標を掲げることとしている

（２）子ども・子育てビジョン（仮称）の策定（社会的養護関連）

数値目標を掲げることとしている。

（３）施設機能見直しのための調査・検討

平成１９年１１月の社会的養護専門委員会報告書の提言を踏まえ、施設内で行われているケアの現状を平成 年 月の社会的養護専門委員会報告書の提言を踏まえ、施設内で行われて るケアの現状を
把握するための調査・分析を行い、基礎的な集計を社会的養護専門委員会へ報告したところ。今後、さら
に詳細な集計・分析を進め、施設機能の見直しについて検討する。
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配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）対策等について

（１）婦人相談所等における体制の強化

○ 婦人相談所等による相談
婦人相談所及び婦人相談員による来所相談のうち、夫等の暴力を主訴とする相談者数は、平成20年度は２４，８７９人

現 状

婦人相談所及び婦人相談員 よる来所相談のうち、夫等の暴力を主訴とする相談者数は、平成 年度は ， 人
（全体の３１．３％）であり、前年度（２３，７５８人、全体の３０．７％ ）に比べ増加している。

○ 婦人相談所による一時保護
・平成20年度に一時保護された女性６，６１３人のうち、夫等の暴力を入所理由とする女性は４，６６６人で、約７割を占め
ている。

時保護委託契約施設数は 所（ 成 年 月 現在） ある・一時保護委託契約施設数は２６１ヵ所（平成２１年４月１日現在）である。

具体的な取組

○ 配偶者からの暴力被害者等への相談、援助等の支援の実施
婦人相談所や婦人保護施設に心理療法担当職員及び同伴児童のケアを行う指導員を配置し、配偶者からの暴力被害

者等への支援を実施する。

○ 人身取引被害者支援体制の強化のための婦人保護施設の機能の充実○ 人身取引被害者支援体制の強化のための婦人保護施設の機能の充実

婦人保護施設において、通訳及びケースワーカー（外国人専門生活支援者）の派遣を外国人支援の実績のある民間団
体等に依頼するための経費や医療費を支弁し、人身取引被害者支援体制の強化を図る。（平成22年度予算（案））

○ 施設のバリアフリー化及び通訳者の確保等
・安心こども基金（児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業）等の活用。
・専門通訳者養成研修の実施や国際交流協会との連携。

41



（２）配偶者からの暴力被害者に対する自立支援等

成 連

○ 総務省「配偶者からの暴力の防止等に関する政策評価」の勧告を踏まえ、ＤＶ被害者の一時保護の申
請と決定及び一時保護機能の充実における適切な対応等を示した。

平成２１年中に発出されたＤＶ関連通知

※「配偶者からの暴力の被害者の一時保護機能の充実について」（平成21年11月25日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知）

（３）人身取引被害者の保護

・ 婦人相談所及び児童相談所が一時保護所または一時保護委託施設に保護した被害者はすべて女性で
合計２７０人。うち２６４人は婦人相談所が担当。

現 状

婦
・ フィリピン人・インドネシア人・タイ人の合計で全体の８７％。
・ 保護に至る相談経路の９５％は警察もしくは入国管理局。
・ １８歳未満は計１５人。最年少は１５歳。平均年齢２４．７歳。
・ 一時保護委託実績：２７０人のうち９１人
・ 平均保護日数３３．０日

人身取引対策行動計画２００９（平成21年12月22日決定）の概要

○ 人身取引対策行動計画（平成16年12月）の策定から５年が経過し、人身取引の手口がより巧妙化・
潜在化してきているという国内情勢と国際的な関心の高さが背景

○ 人身取引被害者の保護における新たな取組（婦人保護事業関連）
・潜在被害者に対する被害者保護施策の周知潜 護
・被害者に対する法的援助に関する周知等
・中長期的な保護施策に関する検討等
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